
気候非常事態宣言 

 

現在、世界各地で、気候変動による干ばつ、洪水、森林火災などの異常事態が頻

繁に発生しています。日本でも、集中豪雨や大型台風、猛暑などの、50 年や 100 年

に一度と言われるような気象現象が毎年のように発生し、大規模な災害へとつなが

っています。これらの異常事態は、温室効果ガスの増加に伴う長期的な地球温暖化

の進行に伴い、増加しています。 

 

国際社会は、2016 年に発効された「パリ協定」において、地球温暖化防止のため

の世界共通の目標を新たに定めました。その目標は、「世界全体の平均気温の上昇を、

産業革命前と比べ 2℃未満に、できれば 1.5℃までに抑えること」であり、1.5℃ま

でに抑えるためには、2050 年までに主な温室効果ガスである CO２排出実質ゼロを達

成する必要があります。 

しかし、温室効果ガスの排出量は増加し続けており、世界の平均気温は産業革命

前からすでに約1℃上昇しています。このまま平均気温の上昇が1.5℃を超えた場合、

地球が温暖化の悪循環に陥り､気温上昇が加速する可能性が指摘されています。 

2018 年には、CO２排出量は約 331 億トンで過去最高を記録するなど、さらに温暖

化を加速させる状況にあります。このままでは、将来、さらに多くの人々や自然が

犠牲となるような気象災害の発生が懸念され、地球上で安心して安全な生活を送る

ことが困難になります。 

 

全世界は、改めてこの危機的状況を認識し、「パリ協定」に掲げられた目標を達成

するため、地球温暖化を緊急課題として位置づけ、その防止に向けて積極的に取り

組む必要があります。 

 

このような背景を受け、「ＳＤＧｓ未来安心都市・明石」を掲げる本市としては、

未来に負の遺産を残すことなく、誰もが希望を持てる持続可能な社会の実現に向け

て、ここに気候非常事態を宣言し、市民とともに社会全体で地球温暖化防止に取り

組みます。 

 

令和２年３月２３日  明石市長  泉 房穂 

①地球温暖化に起因する気候変動の脅威や迫り来る危機を市民へ広く周知啓発します。 

②温室効果ガス排出抑制に取り組み、2050 年までに CO２排出量と吸収量の均衡をとる「実

質ゼロ」を目指します。 

③市民をはじめ行政機関や関係団体と連携し、ごみの減量・再資源化や省エネルギーの推

進、再生可能エネルギーの利用拡大などを加速させるとともに、他の地方公共団体に「気

候非常事態宣言」についての連携を広く呼びかけます。 


